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医師確保計画の見直しに向けた意見のとりまとめ 

令和４年１１月２日 

 

 

地域医療構想及び医師確保計画に関するワーキンググループにおけるこれまでの議論を

踏まえ、医師確保計画策定ガイドラインの改定に向け見直しが必要と考えられる事項を中

心に意見のとりまとめを行った。 

 

 

（１）医師偏在指標 

（対応の方向性） 

① 複数の医療機関に勤務する医師の取扱い（三師統計の「従たる従事先」の反映） 

○ 医師偏在指標の算定式における「性年齢階級別医師数」の算出に当たっては、複

数の医療機関に勤務する医師の取扱いについて、医師偏在指標の精緻化を図る観点

から見直す。 

○ 具体的には、三師統計で「従たる従事先」に主たる従事先とは異なる医療圏に所

在する医療機関を記載している医師について、その状況を踏まえ、主たる従事先で

0.8人、従たる従事先で0.2人として算出する。 

 

② 医師偏在指標の算定で用いる受療率及びその時点 

○ 現在は全国受療率を用いて医師偏在指標を算出している。都道府県別受療率を用

いた場合、受療率が高い都道府県で更に多くの医師を配置する必要性が生じること

となり、地域偏在の解消が進まなくなる恐れがあることから、次期医師偏在指標に

おいても、現在の医療提供体制が維持できるよう十分配慮をした上で、引き続き全

国受療率を用いる。 

○ 2020（令和２）年の患者調査は新型コロナウイルス感染症の影響を受けていると

考えられる。今後の受療率の見通しの予想は困難であり、現時点においては、少な

くとも新型コロナウイルス感染症の影響を受けていない2017（平成29）年の患者調

査を用いて医師偏在指標を算出する。 

 

③ 勤務施設別の医師偏在指標 

○ 都道府県単位及び二次医療圏単位では引き続き従前の医師偏在指標（上記の内容

を反映したもの）を用いて、医師少数区域・医師多数区域等を設定する。 

○ 新たに、地域の実情に応じた施策を検討する際に活用することができるよう、勤

務施設別（病院及び診療所）の医師偏在指標を参考資料として都道府県に提示す

る。 

 

④ 診療科間の医師偏在 

○ 診療科間の医師偏在は、地域間の医師偏在と併せて引き続き対応が必要である。
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現時点では診療科ごとの医師偏在指標は算出が困難であるが、都道府県において

は、必要な施策を検討するに当たっては、既に公表されている三師統計の診療科別

医師数を参考にすることが考えられる。 

 

 

（２）医師少数スポット 

（対応の方向性） 

○ 医師少数スポットは、原則として市区町村単位で設定し、へき地や離島等におい

ては、必要に応じて市区町村よりも小さい地区単位の設定も可能とし、医師少数ス

ポットの設定の理由を医師確保計画に明記することにする。 

○ 医師確保計画を策定する際は、これまで設定していた医師少数スポットについ

て、医師確保の状況等を踏まえ、設定箇所の見直しを行う。 

○ 都道府県の医師少数スポットに対する施策による効果を把握できていないため、

現時点では医師少数スポットに係る一定の基準の設定は困難であるが、 今年度か

ら厚生労働省において、医師少数スポット等の医師確保の実態について把握するこ

ととしており、今後その結果を分析することにより当該基準について検討する。 

 

 

（３）目標医師数 

（対応の方向性） 

○ 医師少数都道府県の目標医師数は、現ガイドラインに引き続き、計画期間終了時

の医師偏在指標が、計画期間開始時の全都道府県の医師偏在指標の下位１/３に相

当する医師偏在指標に達するために必要な医師数とする。 

○ 医師少数都道府県以外は、現ガイドラインに引き続き、目標医師数を既に達成し

ているものとして取り扱うが、以下に記載する自県の二次医療圏の設定上限数の合

計が、都道府県の計画開始時の医師数を上回る場合は、都道府県の計画開始時の医

師数を上回らない範囲で、各二次医療圏の目標医師数を設定する。 

○ 医師少数区域の目標医師数は、現ガイドラインに引き続き、計画期間終了時の医

師偏在指標の値が、計画期間開始時の全二次医療圏の医師偏在指標の下位１/３に

相当する医師偏在指標に達するために必要な医師数とする。ただし、計画期間開始

時に既に下位１/３に達するために必要な医師数を達成している場合は、原則とし

て、目標医師数は計画開始時の医師数を設定上限数とする。 

○ 医師少数区域以外の目標医師数は、原則として、計画開始時の医師数を設定上限

数とする。ただし、今後の医療需要の増加が見込まれる地域では、厚生労働省が参

考として提示する「計画終了時に計画開始時の医師偏在指標を維持するための医師

数」を踏まえ、その数を設定上限数とする。 

○ なお、地域で必要とされる医療が提供される必要があることから、医療提供体制

の維持を考慮し、目標医師数の設定を行う。 
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（４）医学部における地域枠・地元出身者枠の設定・取組等 

（対応の方向性） 

○ 医学部定員の減員に向け、医師養成数の方針について検討が求められてきた中、

安定した医師確保を行うため、都道府県は、地域枠に加え、柔軟に運用できる地元

出身者枠の恒久定員内への設置について、積極的に大学と調整を行うこととする。 

○ 特に医師少数県においては、自県内に所在する大学への積極的な地域枠の設置に

加えて、地元出身者を対象として他県に所在する大学にも地域枠を設置し、卒前か

らキャリア形成に関する支援を行うことで、医師確保を促進する。 

○ 都道府県、大学、関係機関が連携して、キャリアコーディネーター等を活用しな

がら、キャリア形成卒前支援プランを通して学生時代から地域医療に従事・貢献す

る医師としての姿勢等を涵養し、各都道府県・大学等における地域医療を担う医師

養成の観点から有効な取組について、情報共有を行う機会を定期的に設けることと

する。 

○ 都道府県は、大学及び地域の医療機関等と連携し、医師少数区域等における医師

確保が必要な診療科や医師数に加え、医師のキャリア形成の視点から医療機関の指

導体制等についても十分に把握した上で、地域医療対策協議会で協議を行い地域枠

の医師の配置を検討することで、地域枠の医師がキャリア形成をしつつ地域医療に

従事しやすい仕組みを構築することとする。 

 

 

（５）産科・小児科における医師確保計画 

（対応の方向性） 

① 産科・小児科医師偏在指標 

○ 産科の医師偏在指標は、実際に分娩を取り扱う産科医師とすることが望ましいた

め、算出に用いる医師数は、現行の「産科・産婦人科医師数」を「分娩取扱医師

数」と変更し、三師統計において「過去2年以内に分娩の取扱いあり」と回答した

医師のうち、日常的に分娩を取り扱っていると考えられる、産婦人科・産科・婦人

科を主たる診療科と回答した医師数を用いる。また、指標の名称を「産科医師偏在

指標」から「分娩取扱医師偏在指標」と変更する。 

○ 分娩取扱医師偏在指標及び小児科医師偏在指標も（１）の医師偏在指標と同様

に、三師統計で異なる医療圏の従たる従事先を記載している医師については、主た

る従事先で0.8人、従たる従事先で0.2人として算出する。 

 

 

（６）医師確保計画の効果の測定・評価 

（対応の方向性） 

○ 第８次医師確保計画に記載する第７次医師確保計画の効果の測定・評価について

は、計画終了時の医師偏在指標の見込みの算出が困難であることから、病床機能報

告等の都道府県が活用可能なデータを参考として評価することとする。ただし、病

床機能報告は一般病床及び療養病床のデータのみであることに留意する。 
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○ 三師統計については、オンライン提出の仕組みを導入することで、結果を早期に

公表できるよう検討を進める。また、既存の他統計との連携も含め、三師統計の更

なる充実化を図る。 

 

 

（７）その他 

（対応の方向性） 

① 医師確保に関する施策 

○ 医師派遣については、都道府県が、医師派遣を必要としている医師少数区域等の

医療機関と、医師派遣が可能な県内の医療機関を十分把握していない場合もあるこ

とから、例えば、地域医療支援センターは医師確保が必要な診療科・医師数や、派

遣元医療機関の候補を調査し、医師派遣に必要な情報を正確に把握することとす

る。 

○ 自県内に所在する大学への寄附講座の設置や、都道府県が基金を活用して派遣元

の医療機関の逸失利益を補填する取組については、これまで一部の都道府県におい

て行われてきたが、各都道府県はそれらの取組を参考にしつつ、医師少数区域等の

医師確保を推進することとする。 

○ 上記取組を行ってもなお、自都道府県内で十分な医師の確保ができない場合に

は、県外に所在する大学に寄附講座を設置するなどし、都道府県は県外からも医師

の派遣調整を行うこととする。 

○ 都道府県は、派遣医師が医師少数区域経験認定医師を取得可能になるよう配慮す

ることや、専門医制度の連携プログラム、寄附講座等による医師派遣といった既存

の施策を組み合わせることを通じて、医師派遣を促進することとする。 

○ 当該医師確保に関する各都道府県の取組の中で参考となるものについては、国

は、好事例として周知することとする。 

 

② 子育て支援等 

○ 医学部入学者に占める女性の割合が増加する中、女性医師就業率は子育て世代に

おいて低下しており、子育て世代の医師に対する取組が重要であると考えられるこ

とから、子育て支援（時短勤務等の柔軟な勤務体制の整備、院内保育・病児保育施

設・学童施設やベビーシッターの活用等）については、個々の医療機関の取組とし

てだけではなく、地域の医療関係者、都道府県、市区町村等が連携し、産科及び小

児科に限らず全診療科を対象として、地域の実情に応じて取組むこととする。 

○ 子育て等の様々な理由で臨床業務を離れ、臨床業務への再就業に不安を抱える医

師のための復職研修や就労環境改善等の取組を通じ、再就業を促進することとす

る。 

 


